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                          16西企企第 175号 
                          平成 16年 7月９日 
 西東京市行財政改革推進委員会 
   委員長  横 道 清 孝 様 
 
 
                   西東京市長 保 谷 高 範 
 
 

                        

西東京市行財政改革推進に当たっての基本方針について（諮問） 
 
 
 西東京市が合併により誕生してから 3 年余が経過いたしました。本市におき
ましては、合併を究極の行財政改革と位置付け、少子高齢化社会の到来や経済

の低成長、多様化する行政需要に対応し得る効率的な行政体制を目指して、鋭

意努力してまいりました。 
しかしながら、この間、三位一体の改革や行政に求められる役割の変化等、

本市を取り巻く情勢は大きく変化してきており、将来にわたり市民サービスの

向上を図っていくためには、時代の変化に対応したさらなる行財政改革が求め

られているものと考えております。 
 本年度が現行の行財政改革大綱の最終実施年度に当たることから、これまで

の取組成果を踏まえた、新たな行財政改革大綱を速やかに策定いたしたいと存

じます。つきましては、西東京市行財政改革推進に当たっての基本方針につい

て諮問いたしますので、よろしくご教示くださるようお願いいたします。 
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西東京市行財政改革推進委員会審議経過 

 

日  程 議  題 

第 1 回 平成 16 年 7 月 9 日

委員長及び副委員長の選出 

委員会の運営方法について 

諮問 

今後のスケジュールについて 

第 2 回 平成 16 年 8 月 24 日
行財政改革大綱実施項目取組み状況報告 
西東京市の概況について 

第 3回 平成 16 年 9 月 29 日 西東京市の概況について 

第 4 回 平成 16年 10月 29日 行財政改革の方向性について 

第 5 回 平成 16年 11月 19日 行財政改革の方向性について 

第 6 回 平成 16年 12月 22日 行財政改革の方向性について 

第 7 回 平成 17 年 1 月 28 日 答申素案について 

第 8 回 平成 17 年 3 月 23 日 答申案について 
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西東京市行財政改革推進委員会条例 

 

 （設置） 

第１条 西東京市における行財政改革の推進を図り、社会経済情勢の変化に対応した

適正かつ効率的な市政を実現するため、西東京市行財政改革推進委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、行財政改革の推進に関する重要事項について、

調査審議する。 

２ 委員会は、市長から行財政改革の推進状況について報告を受けるとともに、市長

に対し必要な助言を行う。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員８人をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者   ５人 

(2) 市民      ３人 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合にお

ける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上の者が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、企画部企画課において処理する。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 


